
　市の保有する公共施設の総延べ床面積は、21.3万㎡
(旭中央病院を除く)あります。
　現在市内には、耐用年数を経過した施設が1.5万㎡存
在し、これから耐用年数を迎える施設は年々増加して
いきます。今後、20年以内に耐用年数を迎える施設は、
12.5万㎡と施設全体の６割近くに及びます（表１）。
　公共施設を機能分類別に比較すると、学校教育施設が
５割を占めていることが確認できます（表２）。また１市
３町が合併したことで、類似機能の小規模施設が多数存
在している実情があります。
　公共施設の大量更新時期は、近い将来確実に到来しま
す。これからの安全性確保に向けた適切な対応が求めら
れます。
行政改革推進課行政改革推進班(☎62-5345)

みんなで考える
未来の公共施設
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市の保有する公共施設の現況

（表１）耐用年数を迎える施設面積

（表２）機能分類別延べ床面積比較
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